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第37回 技術研究発表会の報告

はじめに1
一般財団法人国土技術研究センター（以下、JICE）では、公

益事業の一環として調査・研究の成果を広く一般の方に紹介す
ることを目的に、毎年 7 月に技術研究発表会を開催している。
37 回目となる今年度の技術研究発表会は、新型コロナウィル
ス感染症の流行が収まったことから 4 年ぶりに対面での開催
とし、また遠方からも聴講しやすくするためにオンラインセミ
ナーとのハイブリッド形式で開催した。

この第 37 回技術研究発表会の各研究課題
発表の映像は、右記の QR コード及び下記の
URL より視聴できるので是非ご視聴頂きたい。

https://www.jice.or.jp/reports/recital/37th

開催概要2
2.1 特別講演

東京大学未来ビジョン研究センターの高村ゆかり氏を招聘し、
『GX に関わる世界の情勢と、インフラ分野の貢献』と題して
ご講演を頂いた。

講演では、既に顕在化している気候変動の影響や、1.5℃目
標の達成に向けた各国の取組状況、主要国の気候変動政策の変
化について紹介いただいた。その上で、インフラが企業や地域
の脱炭素化を支えることで、2050 年カーボンニュートラル実
現の鍵を握っていることを述べられた。

詳細は、JICE REPORT 本号の特集記事をご確認頂きたい。

2.2 JICE 創立 50 周年講演
当センター理事長の徳山日出男より、「インフラの未来と

JICE のミッション」として、新たな国土形成計画の策定を控
えた我が国のインフラ施策の方向性や、創立 50 周年を迎えた
JICE の役割と今後について講演を行った。

2.3 各研究課題の発表
JICE 職員による研究課題の発表では、各分野の新施策の方

向性と具体事例について、河川政策分野と道路政策分野からそ
れぞれ２課題、都市・住宅・地域政策分野と技術・調達政策分
野からそれぞれ１課題の計６課題を発表した。

河川政策グループからは、関連法制定から 2 年が経過した
流域治水の取組みについて、今後全国で本格的に実践していく
ための工夫や、流域治水の推進において重要な役割を果たす堤
防技術の検討状況について発表した。

道路政策グループからは、新たな社会の課題や新しい技術の
動向を踏まえ、移動のサービスレベルを確保するという視点か
らの「道路計画論の再構築」の必要性や、舗装の長寿命化を図
りながらサービスレベルを高める舗装マネジメントの充実策に
ついて発表した。

都市・住宅・地域政策グループからは、カーボンニュートラ
ルという切り口で都市施策の体系を再構築する必要性、並びに
都市施策の効果を長期的にモニタリングして評価する必要性に
ついて発表した。

技術・調達政策グループからは、脱炭素社会に向けて各分野
が今後取り組むべき施策を例示するとともに、特に建設生産現
場における CO2 排出量の大半がサプライチェーンに起因する
ものであることを踏まえ、脱炭素調達の導入に向けて具体化す
べき取り組みを発表した。

おわりに3
対面とオンラインのハイブリッドという新たな開催形式と

なったことで、昨年度よりも活発な質疑応答が行われた。
今後も、社会情勢の変化に合わせて開催形式を工夫しなが

ら、国土交通行政に携わる全国の政策担当官と技術者の方々に、
JICE の調査・研究成果を広く紹介していく所存である。

情報・企画部
研究員

石川　直樹
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これからの流域治水の展開 ～リスクコミュニケーションと災害伝承～ 田中 敬也　研究主幹

流域治水関連法が公布されてから 2 年が経過し、流域のあらゆる関係者が協働して取り組む「流域治
水」の本格的実践が全国で進められている。流域治水を推進し住民のいのちとくらしを守っていくうえ
では、水害を自分事としてとらえ、水防災意識を高めることが必要不可欠である。本発表では、人の意
識に働きかけて水防災意識の変革を図る「災害伝承」に関する新たな取り組みについて提案する。また、
流域治水の推進に寄与する流域内のステークホルダーに向けた水害リスクの評価に関する今後の調査研
究についても紹介する。

流域治水の実現に向けての“粘り強い”堤防技術の開発   味方 圭哉　主任研究員

流域治水の考え方は、昨今の水災害の激甚化を踏まえて河川区域のみならず氾濫域全体で氾濫を防
ぎ、または減らし、被害を減少させることを目的としてハード・ソフト一体で進めるものであるが、ハー
ド対策の一つとして越水に対して粘り強い河川堤防に関する研究を進めている。本発表では、粘り強
い河川堤防の設計手法を確立するにあたっての技術開発目標を示すとともに、粘り強い河川堤防に求
める性能と機能について、自立型特殊堤を例に検討結果を報告する。

道

路

道路計画論の再構築       乙守 和人　首席研究員

わが国の道路ネットワークをつぶさに観察するとボトルネックでの渋滞や昼夜間の稼働率の違いな
どにより道路の持つ容量を十分活用できていない状況が生じている。また、生産性の向上や増大する
物流への対応などの新たな社会ニーズへの対応も求められている。一方、移動体のプローブ情報や画
像解析による交通量把握など道路の実容量やボトルネックを的確に把握することが可能となってきた。
本発表では、新たな社会の課題や新しい技術の動向を踏まえ、移動のサービスレベルを確保するとい
う視点からの「道路計画論の再構築」の必要性について述べる。

データに基づき長寿命化を促す道路舗装マネジメントの充実に向けて 白尾 仁知　研究員

直轄国道の道路舗装において、舗装点検要領（平成 28 年策定）による点検 1 巡目結果を分析した
結果、修繕を要する区間の約 2 ～ 3 割が早期劣化区間であり、また、その区間で従来の損傷要因に加え、
新たに土地の成り立ちに起因した早期劣化が存在することを説明する。本発表では、損傷要因に着目
した診断方法による詳細調査、それに基づいた的確な修繕設計・施工により舗装の長寿命化を図りな
がらサービスレベルを高める舗装マネジメントの充実策を提言する。また長寿命化による効果として、
CO2 排出削減効果にも寄与する事を紹介する。

都
市
・
住
宅
・
地
域

カーボンニュートラルに着目した都市施策の再構築とその評価等に関する問題提起 佐々木 正　首席研究員

我が国の CO2 排出の約 5 割が都市活動に由来しており、都市の低炭素化は社会全体で環境対策に取
組むために重要な位置を占めている。そのため、住まい方や土地利用のあり方等、都市構造の変革や
行動変容等の総合的な取り組みを官民連携で進める必要があるが、それらの施策効果を都市全体で検
証できるデータはほとんどない。本発表では、カーボンニュートラルという切り口で都市施策の体系
を再構築する必要性、並びに都市施策の効果を長期的にモニタリングし、可視化し、評価し、共有す
る必要性について問題提起を行う。

技
術
・
調
達

来たるべき脱炭素社会に向けたインフラ分野の可能性と脱炭素調達の導入に向けたロードマップ 井上 清敬　研究主幹

脱炭素社会に向けた社会目標の達成に向け、我が国全体の CO2 排出量の約 6 割を占めているインフ
ラ分野の取り組みは欠かせない。特に、約 13% を占める建設現場や約 15% を占める道路分野、約 4
割を占める都市分野は脱炭素化に向けて大きな役割を果たすことが期待される。また、河川分野は水
力ダムによって CO2 排出量の 3.6% に相当する再生可能エネルギーを既に創出しているが、更なる貢
献の余地がある。本発表では、これらの各分野において今後、取り組むべき施策を具体に例示しつつ
示すとともに、特に建設現場について、その排出量の大半がサプライチェーンに起因するものである
ことを踏まえ、脱炭素調達の導入に向け具体化すべき取り組みを提案する。

表１　第 37 回技術研究発表会プログラム（QR コードから JICE YouTube チャンネルの各発表動画にアクセスできます。）
講演 

研究課題発表

GX に関わる世界の情勢と、インフラ分野の貢献  東京大学未来ビジョン研究センター　高村 ゆかり　教授

気候変動対策は国際的な潮流であり、我が国でも 2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた二酸化炭素
（CO2）の削減は不可避の課題である。我が国の CO2 排出量約 10 億トンのうち約 3 分の 2 が国土交通分野、
インフラ分野に関連するものと言われている。本講演では、サステナブルな社会を実現するためのグリーント
ランスフォーメーション（GX）について、国際情勢なども踏まえた背景や日本の課題、今後の方策におけるイ
ンフラ分野の貢献について紹介する。

インフラの未来と JICE のミッション   一般財団法人国土技術研究センター　徳山 日出男　理事長

2023 年は新たな国土形成計画（全国計画）が策定され、今後は広域地方計画に展開されていくなどインフ
ラにとって重要な節目となることを踏まえ、本講演では河川、道路、都市、技術・調達それぞれの分野の新施
策の方向性を示す。また、創立 50 周年を迎えた当財団のミッションとして、国土交通行政を先導・補完する
組織としての取り組みを紹介する。
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国土技術開発賞

はじめに1
「国土技術開発賞」は、建設分野における研究開発意欲の高揚
と建設技術水準の向上を図ることを目的として、建設分野にお
ける優れた新技術を国土交通大臣が表彰するものである。

最優秀賞（国土交通大臣賞）、優秀賞（同）に選ばれた技術は「も
のづくり日本大賞」の内閣総理大臣賞の候補として国土交通省
が設置する選考有識者会議へ推薦される。

また、中小建設業者、専門工事業者等の創意工夫やアイデア
にあふれる技術を特別賞の創意開発技術賞（国土交通大臣賞）
として表彰している。

第 25 回国土技術開発賞の概要2
2.1 応募技術の対象

住宅・社会資本整備もしくは国土管理に係わる、調査・測量・
計測手法、計画・設計手法、施工技術、施工システム、維持管
理手法（点検・診断技術、モニタリング技術を含む）、材料・製品、
機械・設備、電気・通信、伝統技術の応用などの広範に亘る技
術で、概ね近年５年以内に技術開発され、かつ既に実用に供さ
れた新技術が応募技術の対象である。

2.2 応募資格等
（1）応募者

応募者は、応募技術の開発を直接かつ中心となって実施し、
かつ開発された技術に対して責任をとれる者（個人＊1、民間法
人、行政機関等）としている。応募者が複数となる場合は、原
則 2 者までとしている。
（2）技術開発者

技術開発者は、応募技術の開発に直接かつ中心となって携
わった者の内、“特に技術的に重要な役割”を担った担当者とし、
技術開発者が複数になる場合は、１団体２名まで、かつ１応募

技術あたり原則３名までとしている。応募者は、応募者に所属
する技術開発者を１名以上申請するものとしている。
（3）共同開発者

共同開発者は、応募技術の開発に関し、応募者とはならない
までも、技術的に重要な役割を持って参画を行った者（個人＊1、
民間法人、行政機関等）としている。
＊ 1「個人」とは大学等＊2 の学識経験者等を指す
＊ 2「大学等」とは、大学、大学院、工業高等専門学校を指す

2.3 募集期間
令和４年 10 月 11 日（水）～令和５年１月 11 日（木）

2.4 応募技術の状況
第 25 回国土技術開発賞は 31 件の応募があった。
適用分野別では、例年どおり道路分野が最も多く、それに河

川分野、港湾分野、建築分野が続いている。
技術区分別では、今回も施工技術の応募が最も多かったが、

維持管理、材料 ･ 製品、ソフトウエア、調査・測量・計測、及
び地震対策など、多様な区分からの応募があった。

2.5 選考方法
第 25 回国土技術開発賞選考委員会により、厳正かつ公正に

選考された。選考委員会のメンバーは以下の通りである。
委員長 池淵 周一 京都大学 名誉教授
委　員 三木 千壽 東京都市大学 学長
　〃　 和田 　章 東京工業大学 名誉教授
　〃　 吉岡 幹夫 国土交通省 技監
　〃　 加藤 雅啓 国土交通省大臣官房技術総括審議官
　〃　 佐藤 寿延 国土交通省大臣官房技術審議官
　〃　 奥村 康博 国土交通省国土技術政策総合研究所長
　〃　 高村 裕平 国土交通省国土地理院長
　〃　 藤田 光一 国立研究開発法人土木研究所理事長
　〃　 澤地 孝男 国立研究開発法人建築研究所理事長
　〃　 河合 弘泰 国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研    
　　　　　　　　究所港湾空港技術研究所所長
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　〃　 徳山日出男（一財）国土技術研究センター理事長
　〃　 宮﨑 祥一   （一財）沿岸技術研究センター理事長

2.6 選考結果
第 25 回国土技術開発賞では、表１に示す６件の技術が選

考された。第 25 回の受賞技術概要等は https://www.jice.
or.jp/ に掲載している｡

応募技術名称 応募者
最優秀賞 
【１件】

汚染地盤の加温式原位置高速バ
イオ浄化技術

（株）竹中工務店 
（株）竹中土木

優秀賞 
【２件】

既製杭を用いた地中熱利用技術 ジャパンパイル（株） 
新日本空調（株）

地下水対応型継手を用いた外殻
先行型トンネル構築工法

（独）鉄道建設・ 
運輸施設整備支援機構 
戸田建設（株）

入賞 
【１件】 簡便な杭式桟橋の補強工法 JFE エンジニアリング（株）

創意開発 
技術賞 

【２件】

高機能床版排水パイプ 中大実業（株）

油圧ハンマの騒音防止装置 丸泰土木（株）

（応募の受付順による）

表１　第 25 回国土技術開発賞　受賞技術一覧

また、受賞技術６件の詳細は、( 一財 ) 経済調査会発行の「建
設マネジメント技術」へも掲載していただくとともに、同誌電
子情報についても、アーカイブで JICE HP へ掲載している。

第 25 回の受賞技術は、同誌発行の令和５年 12 月号から、
連載による掲載を始めている。

2.7 第 25 回国土技術開発省　表彰式
第 25 回国土技術開発賞の表彰式は、令和５年８月２日に東

京国際フォーラムにおいて、斉藤鉄夫国土交通大臣のご臨席を
賜り、厳粛かつ和やかな雰囲気の中で執り行われた。（写真１）

写真１　来賓挨拶（斉藤鉄夫　国土交通大臣）

最優秀賞、優秀賞及び創意開発技術賞については斉藤鉄夫国
土交通大臣より（写真２）、入賞については池淵周一選考委員
会委員長より、表彰状と副賞がそれぞれ授与された。

写真２　最優秀賞表彰（斉藤鉄夫国土交通大臣）

2.8 第 25 回国土技術開発賞　受賞技術紹介
＜第 25 回最優秀賞＞
（技術名）汚染地盤の加温式原位置高速バイオ浄化技術
（副題）CO2 排出量の少ない非掘削浄化技術「温促バイオ ®」
（受賞者）（株）竹中工務店／（株）竹中土木
（技術概要）本技術は汚染地盤の対策技術である。地盤中の微
生物の力を活用して揮発性有機化合物（VOC）を分解する「加
温式原位置高速バイオ浄化技術」、及び浄化剤の拡散状況の可
視化と温度・浄化濃度を適正に制御する「注入制御システム」
を開発したものである。コストや工期、CO2 排出量等に優れ
た新技術である。

図１ 汚染地盤の加温式原位置高速バイオ浄化技術　概要図

おわりに3
住宅・社会資本に係わる各分野の新技術は新たな国土の創造

を下支えするものであり、今後とも新たな技術開発の積極的な
推進は不可欠である。今回受賞した新技術は、国土に働きかけ
て国土から恵みを受け取るために、そして次世代へ力強く美し
い国土を残すために、幅広く社会に活用されるものと確信して
いる。JICE としては、優れた新技術の活用促進等に向け、引
き続き努力を行ってまいりたい。



58 ｜ JICE REPORT ｜

国土技術開発賞

事業紹介・事業報告

建設技術審査証明事業の動向と
審査証明技術の紹介

技術・調達政策グループ
上席主任研究員

高橋　千明

技術・調達政策グループ
首席研究員

大場　敦史

技術・調達政策グループ
主任研究員

鈴木　圭一

はじめに1
本稿では、民間企業で開発された建設技術の導入及び普及を

目的として行なっている「建設技術審査証明事業」について解
説し、その実施主体である建設技術審査証明協議会の活動や、
一般財団法人国土技術研究センター（以下、「JICE」）におい
て 2022 年度に審査証明書を交付した技術を紹介するもので
ある。

建設技術審査証明事業とは2
2.1 事業の概要

建設技術審査証明事業（以下、「審査証明事業」）は、民間企
業において研究・開発された新技術の適正かつ円滑な導入を図
り、もって建設技術の水準の向上を図ることを目的に、建設技
術審査証明協議会（以下、「審査証明協議会」）の会員（表 1）
が、依頼者の申請に基づき、新技術の技術内容を学識経験者等
により技術審査し、その内容を客観的に証明するとともに、そ
の普及に努める事業である。

審査証明の申請を受けると、依頼技術分野において権威ある
学識経験者や研究機関の専門家、発注機関の技術職員等により
構成される「技術審査委員会」（以下、「委員会」）を設置して
技術審査が行われる。委員会は、原則として 6 か月間に 3 回、
対面と WEB の複合形式で開催され、国等の技術指針等を参考
に、依頼技術の内容、開発の趣旨及び開発目標に応じて、実用
に即した性能の確認に主眼を置き技術審査の基準を定め、依頼
技術について客観的に審査を行う。

審査証明事業の前身は、1987 年の建設省告示第 1451 号「民
間開発建設技術の技術審査・証明事業認定規定」に基づき建設
省で実施されていたが、2001 年以後は審査証明協議会が事業
を引き継いでいる。

審査証明協議会の会員は 14 機関（以下、「審査実施機関」）
であり、事業引継ぎ以後、審査証明協議会の委員長、幹事長及
び事務局は、JICE から選出されている。

審査実施機関は、それぞれが専門とする分野を対象として、
審査証明事業を実施している。各審査実施機関と審査対象技術
を表１に示す。

審査実施機関名 審査対象技術

（一財）国土技術研究センター 一般土木工法

（一財）土木研究センター 土木系材料・製品・技術、道路保全技術

（一財）日本建設情報総合センター 建設情報技術

（公社）日本測量協会 測量技術

（一財）日本建設機械施工協会 建設機械施工技術

（一財）ダム技術センター ダム建設技術

（一財）日本建築センター 建築技術

（一財）建築保全センター 建築物等の保全技術

（一財）砂防・地すべり技術センター 砂防技術

（公財）日本下水道新技術機構 下水道技術

（一財）先端建設技術センター 先端建設技術

（公財）都市緑化機構 都市緑化技術

（一財）日本地図センター 地図調製技術

（一財）ベターリビング 住宅等関連技術

表 1　審査実施機関と審査対象技術

2.2 審査証明取得によるメリット
（1） 審査証明書、審査章による普及活動

審査実施機関は技術審査が終了し、審査証明が交付されるこ
とになった技術（以下、「審査証明技術」）の依頼者に審査証
明書（図 1）を交付するとともに、技術の概要書を国土交通省、
関係団体、地方公共団体等に配布、審査実施機関及び審査証明
協議会のウェブサイトへの掲載、新技術展示会の開催等の普及
活動を行っている。また、依頼者は審査証明技術の広報活動に
「審査章」を活用することができる。
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図 1　審査証明書（一例）

（2） 現場における技術選定に寄与
委員会は、第三者による中立的な立場での審査であり、その

結果は技術選定時の判断材料としても活用される。
また、国の技術基準との適合性、開発目標の達成度が客観的

に証明されるため、現場への当該技術の導入に繋がりやすくなる。

（3） 審査結果の NETIS への適用 
審査証明技術は国土交通省所管の新技術活用施策である『新

技術情報提供システム（NETIS）』において、審査結果が以下
のように活用されている（図 2）。

図 2　NETIS における審査結果の活用

①  NETIS の事前審査は、審査証明の内容に基づき審査が行わ
れる。

② 一回目の活用効果評価を行うまでの工事実績件数が通常 5
工事必要であるのに対して、審査証明技術は 1 工事あれば
良い。

③審査証明技術を NETIS 推奨技術に推薦できる。

2.3 審査証明の流れ
審査証明事業は、①新たな技術の審査（新規）、②審査証明

技術の部分改良の審査（部分改良）、③審査証明技術の期間更
新の 3 種類である（図 3）。なお、③は技術審査を行わない。

いずれの場合も、審査証明技術の有効期間は審査証明書交付
後 5 年間である。
（1） 事前準備

依頼者が作成する審査証明依頼書の内容を確認し、受付
及び技術審査に向けた準備を行う。

（2） 受付審査
審査実施機関の役職員で構成される受付審査会で、依頼
技術が受付審査基準（使用実績、市場性、審査内容の確
認方法等）を満足しているか審査を行う。

（3） 技術審査
技術審査は依頼者の提出資料に対して実施される。
必要に応じて、技術審査委員会は依頼者に対して新たな
資料の提示や確認試験を求めることがある。

（4） 審査証明書の交付
技術審査が終了すると、審査実施機関の長は審査証明書
を依頼者に交付する。

（5） 普及活動
「2.2（1） 審査証明書、審査章による普及活動」の記載
内容を実施する。

図 3　審査証明の流れ

2.4 審査証明取得技術の件数の推移と分野別の傾向
2022 年 8 月から 2023 年 7 月までの 1 年間に審査証明書

を取得した技術の件数は 131 件であり、近年、若干の減少傾
向である（図 4）。

一方、分野別に見ると、土木系材料・製品・技術等、建築技術、
下水道技術並びに住宅等関連技術の分野での審査が多くなって
いる（図 5）。
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図 4　審査証明取得技術の件数の推移

図 5　審査証明取得技術の分野別の傾向

審査証明協議会の活動報告3
3.1 審査証明協議会に設置されたワーキンググループ

審査証明協議会には、3 つのワーキンググループ（以下、
「WG」）（企画 WG、普及 WG、広報 WG）が設置されている。
WG の活動内容を以下に示す。

3.2 企画 WG の活動内容
カーボンニュートラルに資する技術や材料の開発が民間企業

で進められていることを踏まえ、審査証明事業のスキームを活
用した低炭素・脱炭素の効果の認証の可能性について検討を進
めている。

3.3 普及 WG の活動内容
審査証明協議会が主催者となり、「建設技術審査証明 新技術

展示会」（以下、「新技術展示会」）を毎年開催している（但し、
2021 年度は新型コロナウイルス感染拡大を踏まえ中止）。新
技術展示会は、審査証明技術を展示会形式で関係者に広く紹介
することにより、それらの活用促進に寄与することを目的とし
ている。普及 WG が運営を担っており、今年度の新技術展示

会は 2023 年 9 月 27 日 ( 水 ) に開催した。
新技術展示会では、2022 年 8 月からの一年間に審査証明

書が交付された技術の中から、希望する企業に参加していただ
き、展示ブースでの技術紹介、また、ステージ上でのプレゼン
テーションが行われる。

今年度の新技術展示会への参加技術は 32 件であり、会場に
は国土交通省、地方公共団体、建設会社、建設コンサルタント
等から 300 名を超える来場者があり、技術開発者と活発な意
見交換が行われた（写真 1）。

写真 1　新技術展示会の風景  

3.4 広報 WG の活動内容
審査証明技術については、一般財団法人日本建設情報総合セ

ンター（JACIC）のホームページに掲載され、建設技術審査証
明検索システムにより検索し、各審査技術の概要を閲覧するこ
とが可能となっている。また、最新建設技術一覧より、各認定
機関の最新技術を確認することができる。
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JICE による審査証明事業の取り組み4
4.1 JICE による審査証明技術の概要

JICE では、一般土木工法として、道路、河川、海岸等に関
わる建設技術で、次の施工技術を対象としている。
・ 土木施設の建設機械、建設材料、計測管理等に係わる総合的

な施工技術
・土木施設の構築、撤去、管理に係わる施工技術

具体的には、橋梁の架設工法、基礎工、トンネル、土工及び
地盤改良の施工法等に係わる開発技術ついて審査を実施してい
る。現在、JICE が審査証明書を発行し、現在有効期間内の審
査証明技術は、杭基礎 3 技術、地盤改良 5 技術、合成構造用
鋼矢板 1 技術であり、基礎工及び地盤改良の施工法に係わる
技術が多くなっている（表 2）。

技術名称（副題） 依頼者 有効期限
KS-EGG 工法／ KS-EGG-
SE 工法

（低振動低騒音の静的締固
め地盤改良工法）

あおみ建設㈱ 2028/3/30

スクリューパイル EAZET
工法（小口径・回転杭工法）

旭化成建材㈱
千代田工営㈱ 2028/3/16

パワーブレンダー工法
［スラリー噴射方式 ]
（浅層・中層混合処理工法）　

㈱加藤建設
麻生フオームクリート㈱
日特建設㈱
太平商工㈱
㈱不動テトラ
㈱大阪防水建設社
ケミカルグラウト㈱
東興ジオテック㈱
本間技建㈱

2028/1/20

小径ＮＳエコパイル工法
（小径回転圧入鋼管杭工法）

日鉄建材㈱
日本製鉄㈱ 2028/1/20

SAVE コンポーザー
（低振動・低騒音の静的締固
め工法）

㈱不動テトラ
㈱ソイルテクニカ 2027/5/31

J-WALL Ⅱ工法
（合成構造用鋼矢板の本体
利用技術）

JFE スチール㈱
㈱大林組
ジェコス㈱

2025/12/02

STEP-IT 工法
（先端スクリューを用いた
静的締固め工法）

㈱熊谷組
日本海工㈱ 2025/3/11

SAVE-SP 工法
( 砂圧入式静的締固め工法 )

㈱不動テトラ
㈱ソイルテクニカ 2024/10/26

SDP-N 工法
( 静的締固め地盤改良工法 )

東洋建設㈱
家島建設㈱
あおみ建設㈱

2023/11/10

表 2　JICE が審査した審査証明技術

4.2 JICE が審査した審査証明技術の紹介
2022 年度に JICE が審査した 4 技術について紹介する。な

お、審査証明技術については、JICE から発注機関に報告書と
概要書等を配布するとともに、JICE ホームページに概要書を
掲載し、広報している。

（1） 小径ＮＳエコパイル工法
本技術は、2008 年（平成 20 年）1 月に証明書が交付され、

その後 2 回の期間更新があり、今回、平成 29 年度の道路橋示
方書に基づく評価方法と適合を図るために技術審査を行ったも
のである。概要等を表 3 に示す。

技 術 名 称 小径ＮＳエコパイル工法
（小径回転圧入鋼管杭工法）

技術開発者 日鉄建材㈱、日本製鉄㈱

技
術
の
概
要

　本工法は、杭先端部に螺旋状の羽根を設けた開端鋼
管杭（先端羽根付杭）に、回転力を付与することによ
り地盤に貫入させる回転圧入鋼管杭工法である。貫入
のメカニズムは、鋼管杭に与えられた回転力によって
羽根が地盤に切り込まれ、羽根のくさび効果で地盤を
上方に押上げ、その反力を推進力として杭が貫入でき、
その結果得られる羽根の拡底効果により、大きな押込
み支持力ならびに引抜き抵抗力が確保できるとともに、
無排土、低騒音、低振動で計画深度まで施工できるも
のである。
　さらに、杭先端回転トルクと杭先端抵抗力との間に
非常に強い相関があることから、施工時に回転トルク
を計測することにより、施工状況や支持層への到達が
リアルタイムで確認できる工法である。
　なお、NSエコパイル工法は杭径φ400mm 以上の大
径の工法からスタートしており、多くの実績を積み重
ねることで、より小径の範囲への改良を行っている。

技
術
の
特
徴

〇環境への配慮
・ 回転圧入により杭を施工するため、低騒音・低振動、

無排土での施工が可能
・ 杭施工時と逆方向に回転させることで、杭の撤去・リ

サイクルが可能
〇高品質な支持力性能
・ 杭先端に取り付けた羽根の拡底効果により、大きな押

込み支持力・引抜き抵抗力が得られる
・ 施工トルクの計測結果から、杭先端が支持層に到達し

ていることを確実に把握することが可能
〇特殊条件下での施工
・ 既存構造物から杭芯まで距離があまり確保できない場

合でも、近接して施工することが可能
・ 既存建屋内での設備基礎工事など、上空制限付きの施

工にも対応することが可能
・ 施工機の組立て解体が不要で、施工の中断・再開も容

易であり、時間制限のある工事対応が可能
・傾斜 10°程度までの斜杭施工が可能

施 工 実 績 921 件（2022 年 3 月まで）

関
連
図
表

表 3　小径ＮＳエコパイル工法の概要及び特徴
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（2） パワーブレンダー工法
本技術は、2008 年（平成 20 年）1 月に証明書が交付され、

その後 2 回の期間更新があり、今回、これまでの施工実績を
基に、施工機械の性能の変更、適用範囲や改良形式の変更、施
工管理方法の変更等を行ったものである。概要等を表 4 に示す。

技 術 名 称 パワーブレンダー工法［スラリー噴射方式］
（浅層・中層混合処理工法）

技術開発者

㈱加藤建設、麻生フオームクリート㈱、日特
建設㈱、太平商工㈱、㈱不動テトラ、㈱大阪
防水建設社、ケミカルグラウト㈱、東興ジオ
テック㈱、本間技建㈱

技
術
の
概
要

　パワーブレンダー工法は、原位置土とセメント、セ
メント系固化材等の改良材に水を加えたスラリー（改
良材スラリー）を鉛直に撹拌混合して改良体を造成す
る地盤改良工法である。
改良体は、バックホウを改造したべ一スマシンのアー
ム先端にトレンチャ式撹拌混合機（トレンチャ）を装
備したコンパクトな地盤改良機械を用い、原位置土と
トレンチャの先端より噴射する改良材スラリーを撹拌
翼で鉛直に撹拌混合して造成する。
これにより、概ね 10m 程度まで（浅層・中層領域）の
互層地盤においても、連続かつ安定した改良体の造成
が可能となる。

技
術
の
特
徴

　トレンチャを装備したコンパクトな地盤改良機械を
用いることで、以下の効果が期待できる。
〇確実な品質の確保
・ 互層地盤においても、鉛直に撹拌混合することにより、

均質な改良体の造成が可能
・ 専用の施工管理装置を用いたモニタリング施工による

確実な品質管理が可能
〇優れた施工性の実現
・上空制限が強いられる場所での施工が可能
・ 狭隘な場所や傾斜地における段違い箇所での施工が可

能
〇周辺環境への配慮
・環境への負荷（二酸化炭素の排出量）が少ない
・周辺地盤へ与える変位が小さい
・低振動・低騒音での施工が可能

施 工 実 績 2,030 件（2018 ～ 2022 年）

関
連
図
表

表 4　パワーブレンダー工法の概要及び特徴

（3） スクリューパイル EAZET 工法
本技術は、2007 年（平成 19 年）3 月に証明書が交付され、

その後 2 回の期間更新と 1 回の部分的な変更があった。今回、
従前の許容応力度法による評価に加え、平成 29 年度の道路橋
示方書の部分係数法に基づく評価方法と適合を図るために技術
審査を行ったものである。概要等を表 5 に示す。

技 術 名 称 スクリューパイルＥＡＺＥＴ工法
（小口径・回転杭工法）

技術開発者 旭化成建設㈱、千代田工営㈱

技
術
の
概
要

　先端部に鋼管径に比べて 1.87 ～ 3.03 倍の大きさの
らせん状の羽根を設けた鋼管杭を、直接地面に回転貫
入させて支持杭とする直径 114.3mm 以上 508.0mm
以下の小口径の鋼管を用いた回転杭工法である。支持
層への根入れは鋼管径以上を確保することで、羽根の
効果により、鋼管径に比べて大きな軸方向押込み力や
羽根の引抜き力が発揮される。
　杭の継手に溶接継手を採用し、施工機械は小型の専
用施工機械を全国に配備し、これまで施工ができない
ような狭隘な現場や上空制限のある現場でも杭の施工
を可能にし、低騒音・低振動・無排土で施工を行う。

技
術
の
特
徴

〇環境への配慮
・地盤中に回転貫入していくため、排土が全くない
・小型の施工機械により低騒音・低振動で施工が可能
〇安定した支持力性能
・ 杭先端部に取り付けたらせん状の羽根により、小口径

の鋼管でありながら高い先端支持力を発揮する。
・ 先端羽根部のアンカー効果により、高い引抜き支持力

を発揮する
〇高品質の杭を施工
・ 施工機械に取り付けた施工管理計により、施工中の回

転トルクを計測し、確実な打ち止め管理が可能
・工場生産された高品質の杭（鋼管）を使用
〇高性能小型施工機械での施工
・ 施工機械の標準寸法は幅 2.5m ×長さ 6.0m、リーダー

高さ約 9.0m であり、狭隘地での施工が可能である。
・ 施工場所の高さ条件により、その有効高さに合わせた

リーダーに切り替えが可能（リーダー高さ 6、5、4、3、
2m）

施 工 実 績 481 件（2018 ～ 2022 年度）

関
連
図
表

表 5　スクリューパイル EAZET 工法の概要及び特徴
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（4） KS-EGG 工法／ KS-EGG-SE 工法
本技術は、2008 年（平成 20 年）3 月に証明書が交付され、

その後部分的な変更と期間更新があった。今回、掘削・拡径ヘッ
ドが偏芯タイプと同芯タイプである KS-EGG 工法に加え、掘
削・拡径ヘッドの側面に孔壁保護材を装備した KS-EGG-SE 工
法を追加するため技術審査を行ったものである。概要等を表 6
に示す。

技 術 名 称 KS-EGG 工法／ KS-EGG-SE 工法
（低振動 ･ 低騒音の静的締固め地盤改良工法）

技術開発者 あおみ建設㈱

技
術
の
概
要

　 K S - E G G （ K S - E c o l o g i c a l  G e n t l e  G e o -
Improvement）及びKS-EGG-SE工法（KS-EGG-Second 
Evolution-improvement）工法は、緩い砂質地盤に回
転駆動装置と押込みウィンチを組み合わせた回転貫入
装置により、ケーシングパイプの静的貫入を行い、パ
イル材の排出・打戻し・拡径によって締固めた杭を造
成することで、原地盤を静的に締固める地盤改良工法
である。
バイブロハンマー（起振機）を使用することなく、静
的な回転貫入装置を使用することで振動・騒音を低減
し、周辺環境に配慮できる工法である。
KS-EGG-SE 工法は、先端ヘッド側面に特殊形状の孔壁
保護材を装備することで、先端形状が平面的に楕円状
になり回転しても緩んだ砂部分が圧力噴出溝として効
果を果たす。なお、孔壁との接触面を小さくすること
で周面摩擦を低減し、回転駆動装置への負荷を低減す
ることができる。

技
術
の
特
徴

〇高品質な施工
・振動式 SCP 工法と同等の地盤改良効果が得られる
〇周辺環境への配慮
・低振動・低騒音での施工が可能
〇資源の有効活用
・ リサイクル材（ガラス砂、再生砕石等）をパイル材と

して有効活用が可能
施 工 実 績 117 件（2023 年 2 月まで）

関
連
図
表

表 6　KS-EGG 工法／ KS-EGG-SE 工法の概要及び特徴

おわりに5
JICE では、、審査証明協議会の一員として、引き続き審査証

明事業の適切な運用と普及促進に努めて参る。
審査証明事業では、技術開発者が設定した開発目標の達成度

について、学識経験者による審査委員会で客観的に審査を行い、
その結果を報告書に取りまとめるとともに、技術の概要を紹介
した概要書を公表している。これらが、建設工事の事業者にお
いて審査証明技術の現場採用に際しての技術資料として活用さ
れ、当該技術がますます普及することを期待している。

＜審査証明事業の概要や審査証明技術の紹介＞
本項で紹介した活動概要や審査証明技術については、以下の

ウェブサイトで公開しており、審査証明技術の概要書をダウン
ロードが可能である。

建設工事の事業者及び建設技術を開発した企業において、審
査証明事業の活用に資することを期待する。
① 審査証明協議会の活動等を紹介する URL

https://www.jacic.or.jp/sinsa/index.html
② JICE が実施している審査証明事業の活動を紹介する URL

https://www.jice.or.jp/review/proofs

＜問い合わせ窓口＞
建設技術審査証明事業（一般土木工法）に関するお問い合わ

せ先は次のとおり。

　https://www.jice.or.jp/contact


